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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 7,866 △7.3 247 △46.3 258 △43.4 30 △87.4
22年3月期 8,481 △6.3 460 30.9 456 27.9 239 32.2

（注）包括利益 23年3月期 32百万円 （△86.6％） 22年3月期 239百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 20.35 ― 1.1 4.8 3.1
22年3月期 162.00 ― 8.7 8.7 5.4

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 5,338 2,797 52.4 1,890.30
22年3月期 5,435 2,839 52.2 1,918.59

（参考） 自己資本   23年3月期  2,797百万円 22年3月期  2,839百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 391 △598 146 658
22年3月期 477 △41 △625 719

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 0.00 ― 50.00 50.00 73 30.9 2.6
23年3月期 ― 0.00 ― 45.00 45.00 66 227.8 2.4
24年3月期(予想) ― 0.00 ― 55.00 55.00 52.6

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 3,885 △7.1 △6 ― △21 ― △46 ― △31.18
通期 8,809 12.0 304 22.9 284 9.9 154 414.3 104.66



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 有  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）詳細は、添付資料25ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基本となる株式数については、添付資料36ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名） 、 除外 1社 （社名） パシフィックテクノス株式会社

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 1,480,000 株 22年3月期 1,480,000 株
② 期末自己株式数 23年3月期 114 株 22年3月期 114 株

③ 期中平均株式数 23年3月期 1,479,886 株 22年3月期 1,479,886 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 5,389 △4.4 136 5.1 314 △22.1 459 47.4
22年3月期 5,635 △14.4 129 △51.0 403 41.0 312 85.1

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 310.80 ―
22年3月期 210.83 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 5,005 2,770 55.4 1,872.13
22年3月期 4,018 2,385 59.4 1,612.27

（参考） 自己資本 23年3月期  2,770百万円 22年3月期  2,385百万円

2.  平成24年3月期の個別業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
・この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終
了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資
料２ページ「経営成績に関する分析」をご覧ください。 
 
・当社は、以下のとおり投資家向け説明会を開催する予定です。この説明会で配布した資料等については、開催後速やかに当社ホームページで掲載する予定
です。 
  平成23年６月17日（金）・・・・・機関投資家、個人投資家向け決算説明会 

売上高 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純利

益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 2,923 9.3 △34 ― △42 ― △29.02
通期 6,894 27.9 204 △34.8 118 △74.1 80.39
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(当期の経営成績） 
 当連結会計年度におけるわが国経済は、輸出の増加やエコ関連補助金等の政策効果により緩やかな回
復傾向にありましたが、秋以降、急激な円高による輸出の鈍化とエコカー補助金打ち切り等で景気は足
踏み状態となり、更には、当期末直前の東日本における未曾有の大震災の影響等により、先行きの不透
明感が一層増す状況となりました。 
一方、世界経済は、アジアが好調を維持し、全体として景気は緩やかな回復基調が続いております。
当社グループが属する情報サービス業界におきましては、依然情報化投資の抑制傾向が続いており、

厳しい状況のまま推移いたしました。 
このような環境のもと当社グループは、当連結会計年度を「社会の大変革期」に対して「積極的投資

により会社を変革する年」と位置付け、グループ経営施策として「１．グループ会社間の事業再編成」
「２．資源集約・積極投資によるビジネス転換の推進」「３．環境の整備」を掲げ、コスト削減に全力
をあげるとともに、積極的に諸施策の推進に取り組みました。 
環境の整備につきましては、平成22年５月に職場環境の改善と業務効率の向上、経費節減の推進によ

る経営体質の強化、並びに将来に向けての事業環境の整備を目的として、新本社ビルの建設を決定し、
本年２月に本社機能を東京からさいたま市へ移転いたしました。 
経営体制につきましては、平成22年６月に執行役員制度を導入し、経営の意思決定及び監督機能と業

務執行機能の分離を行い、経営の意思決定と業務執行の迅速化を図りました。 
商品開発につきましては、平成22年６月に「全周囲果実外観センサー」（果実等の外観計測と全周囲

の傷・形状・色つき等の幅広い検査を実現した画像検査装置）を開発し、市場投入いたしました。ま
た、同５月に「低コスト」で「安心」「安全」なデータセンタサービスの提供を目指し、埼玉県下にデ
ータセンタを移設して、当社独自のクラウドサービスの提供に向け、事業整備のための積極的な設備投
資と各種サービスの企画、開発を推進いたしました。 
組織体制につきましては、経営資源の有効活用と原価低減を目的として、本年２月に連結子会社で生

コンクリート業界向けシステム商品を中心として事業を推進しておりましたパシフィックテクノス株式
会社を吸収合併いたしました。 
このような状況のもと当連結会計年度の売上高は、前年度から開発していた大型ソフトウェア開発案

件の完成があったものの、生コンクリート業界におけるＪＩＳ改正関連特需後の反動による冷え込み、
及び全般的な情報化投資の減少により、売上高は7,866百万円（前年同期比7.3％減）となりました。利
益につきましては売上減を補うべく各種経費を削減いたしましたが、営業利益は247百万円（同46.3％
減）、経常利益は258百万円（同43.4％減）となりました。当期純利益は、本社移転に伴う移転費用及
び旧建物の解体撤去費、固定資産除却損、東日本大震災に伴う災害損失、並びに有価証券評価損等で
183百万円の特別損失を計上したことにより30百万円（同87.4％減）となりました。 
  

区分別の概況は次のとおりです。 
① 機器等販売 

情報化投資の抑制等により、売上高は1,444百万円（前年同期比4.6％減）となりました。 
  

② ソフトウェア開発 
全般的に低調に推移しましたが、前期より開発していた大型案件が完成したこともあり、売上
高は1,533百万円（同24.9％増）となりました。 
  

③ システム販売 
生コンクリート業界におけるＪＩＳ改正関連特需が終了したこと、及びインフラサービス等の
案件が低調に推移したため、売上高は2,195百万円（同22.8％減）となりました。 
  

④ システム運用・管理等 
契約料の引き下げ等により、売上高は2,692百万円（同7.0％減）となりました。 
  

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析
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（次期の見通し） 

 今後の見通しにつきましては、震災の影響により情報化投資の凍結・延期が懸念され、厳しい経営環
境が予想されます。 
 このような状況のもと、生コンクリート関係は引き続き厳しいものの、画像処理、ＩＦＲＳ、ＥＲＰ
及びクラウド等において当期実施した投資による会社変革の成果を計画通り実現すべく、積極的に事業
を推進してまいります。 
 これらの取り組みを踏まえ、次期（平成24年３月期）の連結業績見通しにつきましては、連結売上高
8,809百万円(当期比12.0％増）、連結営業利益304百万円（同22.9％増）、連結経常利益284百万円（同
9.9％増）、連結当期純利益154百万円（同414.3％増）を見込んでおります。 
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①資産、負債及び純資産の状況 
（資産） 
 流動資産は、前連結会計年度末に比べて22.4%減少し、2,946百万円となりました。これは、主に仕掛
品が500百万円及び受取手形及び売掛金が306百万円減少したことによります。固定資産は、前連結会計
年度末に比べて46.0%増加し2,391百万円となりました。これは主に建物及び構築物480百万円及び前払
年金費用が195百万円増加したことによります。 
 この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて1.8%減少し、5,338百万円となりました。 
（負債） 
 流動負債は、前連結会計年度末に比べて29.0%減少し、1,448百万円となりました。これは主に買掛金
が257百万円及びその他に含まれている前受金が244百万円減少したことによります。固定負債は、前連
結会計年度末に比べて96.4%増加し、1,092百万円となりました。これは、主に退職給付引当金が263百
万円及び長期借入金が234百万円増加したことによります。 
 この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて2.1%減少し2,540百万円となりました。 
（純資産） 
 純資産合計は、前連結会計年度末に比べて、1.5％減少し2,797百万円となりました。これは、主に配
当金の支払が73百万円あったことによります。 
  

②キャッシュ・フローの状況 
 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下資金という）は、前連結会計年度に比べ60百万円
減少し、当連結会計年度末には658百万円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フロ
ーの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
 営業活動の結果得られた資金の増加は、391百万円（前連結会計年度は477百万円の資金増加）となり
ました。これは、主に支出で法人税等の支払額277百万円、仕入債務の減少額257百万円があったもの
の、収入でたな卸資産の減少額490百万円、売上債権の減少額306百万円があったことによります。 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
 投資活動による資金の減少は、598百万円（前連結会計年度は41百万円の資金減少）となりました。
これは、主に敷金及び保証金の回収による収入35百万円があったものの、有形固定資産の取得による支
出620百万円があったことによります。 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
 財務活動による資金の増加は、146百万円（前連結会計年度は625百万円の資金減少）となりました。
これは、主にリース債務の返済による支出76百万円、配当金の支払額73百万円があったものの、長期借
入れによる収入300百万円があったことによります。 
  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
  

（２）財政状態に関する分析

平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期

自己資本比率 57.2 54.7 53.5 52.2 52.4

時価ベースの自己資本比率 ― 43.9 44.0 38.1 34.9

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

27.8 40.2 244.1 65.8 159.6

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

66.6 89.3 26.9 92.4 53.9
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 当社グループは、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題として認識し、企業価値の最大化に
努めることにより、株主の皆様への利益還元を図る所存であります。このような観点から当社の配当政
策は、継続的かつ安定的な利益の還元及び配当水準の向上を基本方針としており、当社連結業績におけ
る配当性向30％～50％を目安としております。 
 また、当社グループが属する情報サービス業界は、技術革新の変化が激しい分野であり、技術開発、
継続的な教育の源泉として内部留保もまた不可欠であります。このため、内部留保金額は、将来の事業
展開や経営環境の変化に対応すべく、新規システム商品の研究開発、ソフトウェア開発の効率化及び先
端技術への対応強化等として活用してまいります。 
 上記方針に基づけば、当期の配当は連結業績が大幅減益となったため、減配せざるを得ない状況にあ
りますが、減益が本社移転及び東日本大震災に伴う一時的な特別損失の計上によるものでありますの
で、安定配当の観点から平成22年５月13日に公表いたしました通り、１株につき45円を予定しておりま
す。また、次期につきましては、業績もやや回復する見通しでありますので、１株につき55円を予定さ
せていただきます。 
 
（注）当期の配当につきましては、平成23年６月に開催予定の定時株主総会での決議を前提として 
   おります。 

  

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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当社グループの事業展開、経営成績、その他に関するリスク要因となる恐れがあると考えられる主要
な事項は以下のようなものがあります。 
 また、以下の記載は当社グループのリスクすべてを網羅するものではありませんのでご留意下さい。
 なお、文中における将来に関する事項は、本資料の発表日現在において当社グループが判断したもの
であります。 
  
①業績の季節変動について 
 当社グループの売上高は、第１四半期、第３四半期に比べ、第２四半期、第４四半期が高い傾向にあ
ります。これは、顧客の検収が９月、３月に集中するためであります。一方、販売費及び一般管理費
は、年度を通じて概ね均等に発生します。このため営業利益は、第１四半期、第３四半期が低くなる傾
向にあります。また、年度始めは稼働率が落ちる傾向にあり、第１四半期の収益性が低下すること等か
ら、営業利益は例年、上半期が低く、下半期が高くなっております。 
 なお、当社グループは納期管理を徹底しておりますが、顧客の都合や当社グループの都合等により納
期が遅れ、計画通りに検収を受けることが出来ない場合があります。特に期末月の３月に予定されてい
た検収が翌期以降に遅れる場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす恐れがあります。 
  
②技術者の確保、育成について 
 当社グループの事業においては、顧客ニーズに応じたサービス及びソリューションの発案並びに開発
を行う優秀な技術者が必要であります。また、当社グループは業容拡大に応じて、人材の確保が継続的
に必要であると考えております。しかしながら、現在の情報サービス業界では人材の獲得競争が激しい
ため、当社グループにおいて優秀な人材獲得が出来ない場合、または在職する人材の社外流出が生じた
場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす恐れがあります。 
  
③外部委託について 
 当社グループの開発業務は、開発に必要な技術や知識の蓄積を目的として、自社による開発を基本と
しておりますが、開発業務は受注状況により大きく左右され、その中で開発業務を効率的に遂行するた
めに開発工程の一部を外部委託しております。現状では外部委託は縮小しておりますが、新規に大型の
開発案件を受注した場合には、外部委託の活用が必要となります。この場合、徹底して外部委託を管理
しますが、状況によっては、品質、納期等において問題が発生し、当社グループの業績に影響を及ぼす
恐れがあります。 
  
④法的規制について 
 当社グループの「システム販売」「システム運用・管理等」に係る事業のうち、情報通信網の構築、
管理等のサービスに関連する法的規制としては電気通信事業法があり、当社グループは、電気通信事業
者として総務省に届出を行っております。当該法律によって、現在のところ当社グループが事業を継続
していく上で制約を受けている事項はありません。しかしながら、将来において電気通信事業法が改正
された場合、当社グループの事業が何らかの制約を受け、業績に影響を及ぼす恐れがあります。 
 また、将来情報サービス業界に関する新しい法律、条例等が施行された場合には、当社グループの事
業が何らかの制約を受ける恐れがあります。 
  
⑤事業の採算について 
 当社グループは開発業務において不採算案件の発生を回避すべく、プロジェクトマネジメント教育を
実施し、またビジネスリスクマネジメントシステムを導入する等の対策を行っております。これらの施
策により、見積りの精度を向上させ、顧客ニーズを的確に捉えた開発を行い、追加作業の発生を防止す
る体制を徹底しております。 
 しかしながら、予測できない事態により、見積りを超えるコスト発生や納期遅延等が発生した場合、
当社グループの業績に影響を及ぼす恐れがあります。 
 また、画像処理システムに関しては、技術面、費用面等における顧客の要求を満たすか否かを判断す
るための調査期間や顧客の意思決定期間が長くなり、商談開始から受注決定までの期間が長期化する場
合があります。このような場合、コスト負担が増え当社グループの業績に影響を及ぼす恐れがありま
す。 
  

（４）事業等のリスク
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⑥システムトラブルについて 
 当社グループは、当社グループが納品したシステム及び当社グループが受託運用しているシステムに
関し、品質、安全性確保に努めております。しかしながら、予測不可能な事態により、当社グループが
納品したシステムによるトラブルや当社グループが受託運用しているシステムに関してトラブル等が発
生し、取引先に損害が生じて損害賠償金等が請求された場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす
恐れがあります。 
  
⑦知的財産権の訴訟リスクについて 
 当社グループは、設立以来、第三者から特許、商標権等の知的財産権に関する侵害訴訟等を提起され
たことはありません。当社グループは知的財産権を重視し、必要な知的財産権の取得を進めるととも
に、事業活動に際しては、他の権利を侵害しないよう最大限の注意を払っております。しかしながら将
来、当社グループの事業活動に関連して第三者が知的財産権の侵害を主張し、権利侵害と断定された場
合には、損害賠償金の支払い等により、当社グループの業績に影響を及ぼす恐れがあります。 
  
⑧個人情報保護に関して 
 当社グループは、業務遂行に関連して多数の個人情報を保有している受託業務があり、当該業務の遂
行は個人情報保護法に定める個人情報取扱い事業者に該当しております。当社グループは、一般社団法
人情報サービス産業協会のプライバシーマークの使用許諾認証を受け、セキュリティ対策の実施、コン
プライアンス遵守の徹底や定期的な社内教育を行う等、顧客情報の管理に努めております。しかしなが
ら、予期せぬ事態により個人情報が漏洩した場合、顧客からの損害賠償請求や社会的な信用の低下によ
り、当社グループの業績に悪影響を及ぼす恐れがあります。 
  
⑨親会社との取引に関して 
 当社グループは親会社である太平洋セメント株式会社グループにおいて情報サービスを提供する唯一
の会社であり、当社グループにとりまして親会社グループは安定した最大取引先となっております。現
在、当社グループ外との取引拡大に積極的に取り組んでおりますが、将来、何らかの理由により親会社
グループとの取引高が急激に減少した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす恐れがあります。
  
⑩顧客の与信管理に関して 
 当社グループは、顧客（新規・既存）に対する十分な信用リスク評価を適時実施し、与信管理を行っ
ております。しかしながら、当社グループにおいて予見することのできない事態が、顧客において発生
することにより、顧客との取引停止や顧客に対する債権回収等ができない状況になった場合には、当社
グループの業績に影響を及ぼす恐れがあります。 
  
⑪保有する投資有価証券等の株価下落に関して 
 当社グループが保有する投資有価証券において、当社グループが予見することのできない状況が発生
し、時価が簿価に比べて著しく下落し、その回復が困難な場合には、投資有価証券の売却損や評価損が
発生し、当社グループの業績に影響を及ぼす恐れがあります。 
  
⑫新型ウイルスの流行及び地震等自然災害の発生に関して 
 新型ウイルスの流行や地震等自然災害の発生により、交通機関の停止及び停電等が発生した場合に
は、業務が停止し、当社グループの業績に影響を及ぼす恐れがあります。 

  

  

パシフィックシステム株式会社（3847）　平成23年３月期　決算短信

－7－



当社グループは、平成23年２月１日にパシフィックテクノス株式会社を吸収合併したことにより、当社
（パシフィックシステム株式会社）と株式会社システムベースの２社の構成となりました。 
当社は、製造業、流通業、金融業等向けに情報サービス事業を行い、株式会社システムベースは岩手県

内の企業及び自治体並びに当社と連携した情報サービス事業を行っております。当社グループ間の取引に
ついては、事業の系統図をご覧ください。 
また、親会社である太平洋セメント株式会社及びそのグループ会社との間では、当社は情報サービス事

業全般にわたる取引を行っております。 
  
当社グループの事業内容を「機器等販売」「ソフトウェア開発」「システム販売」「システム運用・管

理等」の４つの区分別で示すと次のとおりであります。 

 
  

２．企業集団の状況

区  分 内    容

 機器等販売
パソコン、サーバー及び周辺機器とパッケージソフトウェア等の仕入・販売を行っ
ております。

 ソフトウェア開発

製造業・流通業・金融業等幅広くアプリケーションシステムの受託開発業務を行っ 
ております。
主に製造業向けにＥＲＰコンサル事業とシステム開発を行っております。 
（注）ＥＲＰ：Enterprise Resource Planning 
       企業の経営資源を有効に活用し経営を効率化するために、基幹業務  
       を部門毎ではなく、統合的に管理するためのソフトウェア 
 

 システム販売

画像処理システム、ＣＲＭシステム（注）や生コンクリート業界向けシステム等の自 

社開発システム商品の販売、及びネットワーク構築等のインフラサービスを行って

おります。 

（注）ＣＲＭシステム：Customer Relationship Management 

   （当社商品名：コールセンタ一体型戦略営業システム）

 システム運用・管理等
ユーザシステムの運用・管理サービス、コンサルテーションサービス、パソコン教
育、保守サービス等を行っております。
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事業の系統図は、次のとおりであります。 

  

 

  

パシフィックシステム株式会社（3847）　平成23年３月期　決算短信

－9－



①経理理念 
  パシフィックシステムグループは、豊かで高度な情報社会を実現するため、確かな情報通信 
 技術に基づく最適なソリューションとサービスをお客様に提供すると共に、環境への配慮、社 
 会への貢献とも調和した事業活動を行います。 
  
 ②経営方針 
  お客様、株主、社員ら、信頼と評価を得られる経営を実践します。 
 １）世の中の技術動向、先進技術を先取りして、お客様の付加価値を高めるソリューション    
   と、品質の高いサービスを提供します。 
 ２）企業倫理の徹底と、ＣＳＲ（企業の社会的責任）に積極的に取り組みます。 
 ３）社員一人ひとりが、自律性と創造性を発揮できる文化を大切にして、企業価値を高めて 
   いきます。 
  

 経営上の管理指標として、「成長性（売上高平均伸び率）」「収益力（売上高営業利益率）」 
 に着目しております。 
参考）13中期経営計画（平成24年３月期～平成26年３月期）では、最終連結会計年度（平成26 

  年３月期）における連結売上高98億円、連結営業利益６億円を目標値としております。 
    

当社グループは中期経営計画を策定し、以下の目標に向かって諸対策を推進いたします。 
【目標】 

 ①システム販売を拡大する。特に画像処理事業を拡大する。 
 ②ストックビジネスを推進する。 
 ③生産性を上げる。 
 ④顧客満足度を向上させる。 
 ⑤環境経営を推進する。 
  

 前記「(3)中長期的な会社の経営戦略」に揚げた目標に対して、下記の施策に取り組んでまいりま
す。  
①営業力を強化する。 

 ②画像処理システム、クラウド、生コンシステム等においてシステム商品を開発する。 
 ③プライベートクラウド事業を強化する。 
 ④運用において安心、安全及び低コストを追求し、システム運用を強化する。 
 ⑤システムインテグレーションからビジネスシステムアウトソーシングへの転換を図り、新規 
  ビジネスを展開する。 
  

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略

（４）会社の対処すべき課題
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４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 719,063 658,395

受取手形及び売掛金 1,371,600 1,065,427

リース投資資産 519,396 568,404

有価証券 1,964 －

商品及び製品 65,766 73,329

仕掛品 732,158 231,746

原材料及び貯蔵品 32,487 34,475

繰延税金資産 190,265 128,276

その他 174,799 192,247

貸倒引当金 △10,176 △5,725

流動資産合計 3,797,327 2,946,577

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 727,755 1,186,921

減価償却累計額 △340,566 △319,246

建物及び構築物（純額） 387,189 867,674

工具、器具及び備品 345,971 439,135

減価償却累計額 △283,051 △263,847

工具、器具及び備品（純額） 62,919 175,288

土地 593,069 593,069

リース資産 126,288 195,387

減価償却累計額 △34,937 △61,475

リース資産（純額） 91,350 133,911

その他 106,523 32,535

減価償却累計額 △62,733 △11,059

その他（純額） 43,789 21,476

有形固定資産合計 1,178,319 1,791,420

無形固定資産

ソフトウエア 81,461 50,831

リース資産 56,113 60,857

その他 3,399 3,399

無形固定資産合計 140,974 115,088

投資その他の資産

投資有価証券 93,696 66,578

前払年金費用 － 195,759

繰延税金資産 144,732 197,666

その他 84,236 34,300

貸倒引当金 △4,067 △9,042

投資その他の資産合計 318,598 485,261

固定資産合計 1,637,891 2,391,770

資産合計 5,435,219 5,338,348
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 696,010 438,515

1年内返済予定の長期借入金 － 60,012

リース債務 72,449 95,113

未払費用 230,612 199,834

未払法人税等 153,612 21,851

賞与引当金 272,123 215,273

受注損失引当金 4,962 11,738

アフターコスト引当金 25,876 16,401

その他 584,047 389,518

流動負債合計 2,039,695 1,448,258

固定負債

長期借入金 － 234,987

リース債務 241,785 234,714

退職給付引当金 113,283 376,817

その他 201,164 246,142

固定負債合計 556,233 1,092,660

負債合計 2,595,928 2,540,919

純資産の部

株主資本

資本金 777,875 777,875

資本剰余金 239,946 239,946

利益剰余金 1,823,660 1,779,783

自己株式 △178 △178

株主資本合計 2,841,303 2,797,426

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △2,012 2

その他の包括利益累計額合計 △2,012 2

純資産合計 2,839,290 2,797,429

負債純資産合計 5,435,219 5,338,348
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

 連結損益計算書

（単位：千円）

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

売上高 8,481,297 7,866,163

売上原価 6,617,090 6,249,837

売上総利益 1,864,207 1,616,325

販売費及び一般管理費 1,403,454 1,368,757

営業利益 460,752 247,568

営業外収益

受取利息 857 231

受取配当金 1,669 2,532

受取手数料 2,928 2,960

不動産賃貸収入 1,250 714

受取保険料 3,655 3,282

助成金収入 3,067 9,209

その他 4,624 7,571

営業外収益合計 18,053 26,501

営業外費用

支払利息 7,673 6,892

売上割引 3,722 2,540

貸倒引当金繰入額 117 －

シンジケートローン手数料 9,761 2,964

その他 1,274 3,244

営業外費用合計 22,549 15,642

経常利益 456,256 258,427

特別利益

固定資産売却益 291 －

投資有価証券売却益 3,122 3,346

貸倒引当金戻入額 － 5,332

保険解約返戻金 3,446 －

賞与引当金戻入額 40,516 －

その他 540 －

特別利益合計 47,918 8,679
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（単位：千円）

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

特別損失

固定資産除却損 5,183 41,757

投資有価証券評価損 364 28,348

投資有価証券売却損 235 －

貸倒引当金繰入額 － 6,049

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 30,064

減損損失 35,173 －

データセンター移設費用 49,531 －

本社移転費用 － 32,859

災害による損失 － 40,299

その他 13,200 4,273

特別損失合計 103,687 183,651

税金等調整前当期純利益 400,487 83,454

法人税、住民税及び事業税 168,835 24,837

法人税等の更正、決定等による納付税額又は還付税額 － 20,864

法人税等調整額 △8,089 7,634

法人税等合計 160,745 53,336

少数株主損益調整前当期純利益 － 30,118

当期純利益 239,741 30,118
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 連結包括利益計算書

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 － 30,118

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － 2,015

その他の包括利益合計 － 2,015

包括利益 － 32,133

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － 32,133

少数株主に係る包括利益 － －
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（３）連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 777,875 777,875

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 777,875 777,875

資本剰余金

前期末残高 239,946 239,946

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 239,946 239,946

利益剰余金

前期末残高 1,665,312 1,823,660

当期変動額

剰余金の配当 △81,393 △73,994

当期純利益 239,741 30,118

当期変動額合計 158,348 △43,876

当期末残高 1,823,660 1,779,783

自己株式

前期末残高 △178 △178

当期変動額

自己株式の取得 － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 △178 △178

株主資本合計

前期末残高 2,682,955 2,841,303

当期変動額

剰余金の配当 △81,393 △73,994

当期純利益 239,741 30,118

自己株式の取得 － －

当期変動額合計 158,348 △43,876

当期末残高 2,841,303 2,797,426
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（単位：千円）

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △1,668 △2,012

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△344 2,015

当期変動額合計 △344 2,015

当期末残高 △2,012 2

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 △1,668 △2,012

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△344 2,015

当期変動額合計 △344 2,015

当期末残高 △2,012 2

純資産合計

前期末残高 2,681,286 2,839,290

当期変動額

剰余金の配当 △81,393 △73,994

当期純利益 239,741 30,118

自己株式の取得 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △344 2,015

当期変動額合計 158,003 △41,860

当期末残高 2,839,290 2,797,429
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 400,487 83,454

減価償却費 186,860 179,028

減損損失 35,173 －

賞与引当金の増減額（△は減少） △27,269 △56,850

受注損失引当金の増減額（△は減少） 2,956 6,776

アフターコスト引当金の増減額（△は減少） 10,492 △9,475

退職給付引当金の増減額（△は減少） △58,879 263,533

前払年金費用の増減額（△は増加） － △195,759

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,664 524

受取利息及び受取配当金 △2,527 △2,763

支払利息 7,673 6,892

保険解約損益（△は益） △3,446 －

固定資産売却損益（△は益） △291 －

固定資産除却損 5,183 41,757

投資有価証券評価損益（△は益） 364 28,348

投資有価証券売却損益（△は益） △2,887 △3,346

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 30,064

売上債権の増減額（△は増加） 205,099 306,172

たな卸資産の増減額（△は増加） △354,832 490,862

リース投資資産の増減額（△は増加） △474,067 △49,007

その他の資産の増減額（△は増加） 19,682 △23,073

仕入債務の増減額（△は減少） △21,755 △257,494

未払消費税等の増減額（△は減少） △708 △4,878

未収消費税等の増減額（△は増加） △14,827 13,479

その他の負債の増減額（△は減少） 730,199 △255,352

小計 645,344 592,892

利息及び配当金の受取額 2,527 2,763

利息の支払額 △5,169 △7,262

法人税等の支払額 △170,694 △277,872

法人税等の還付額 5,612 81,038

営業活動によるキャッシュ・フロー 477,619 391,560
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（単位：千円）

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の償還による収入 － 2,000

有形固定資産の取得による支出 △44,189 △620,730

有形固定資産の売却による収入 800 －

無形固定資産の取得による支出 △15,977 △20,688

投資有価証券の取得による支出 △56,334 △5

投資有価証券の売却による収入 75,933 7,289

敷金及び保証金の差入による支出 △752 △1,522

敷金及び保証金の回収による収入 915 35,015

保険積立金の解約による収入 6,269 －

事業譲受による支出 △12,670 －

その他 4,226 197

投資活動によるキャッシュ・フロー △41,778 △598,443

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 － 200,000

短期借入金の返済による支出 △400,000 △200,000

長期借入れによる収入 － 300,000

長期借入金の返済による支出 △100,000 △5,001

リース債務の返済による支出 △44,587 △76,519

配当金の支払額 △81,393 △73,994

その他 － 1,729

財務活動によるキャッシュ・フロー △625,981 146,214

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △190,140 △60,668

現金及び現金同等物の期首残高 909,204 719,063

現金及び現金同等物の期末残高 719,063 658,395
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該当事項はありません。 

  

 
  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しております。 

連結子会社の数 ２社 

連結子会社の名称 

 パシフィックテクノス株式会社 

 株式会社システムベース 

 なお、株式会社リンクは平成21年10

月1日付で株式会社システムベースと

合併したため、連結の範囲から除外し

ております。

すべての子会社を連結しております。 

連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 

 株式会社システムベース

 なお、平成23年２月１日付で当社は

連結子会社であったパシフィックテク

ノス株式会社を吸収合併しました。

２ 持分法の適用に関する事

項

非連結子会社及び関連会社はありませ

ん。

非連結子会社及び関連会社はありませ

ん。

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。

すべての連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。

４ 会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

①有価証券

その他有価証券

   時価のあるもの

     連結決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定）

①有価証券

その他有価証券

   時価のあるもの

     同左 

   時価のないもの 

     移動平均法による原価法

時価のないもの

     同左

 

②たな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低

下による簿価切下げの方法）によ

っております。

商品 

移動平均法

 半製品

   総平均法

 原材料

   移動平均法

 仕掛品

   個別法

②たな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低

下による簿価切下げの方法）によ

っております。

商品 

移動平均法

 半製品

   総平均法

 原材料

   移動平均法

 仕掛品

   個別法
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
  至 平成23年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事

項

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

①有形固定資産（リース資産を除 

  く）

  定率法

    ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物（建物附属設備

を除く）については、定額法に

よっております。

    リース資産については、リー

ス期間を償却年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用して

おります。

    なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

   建物及び構築物   2-38 年

   工具器具及び備品  3-20 年

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

①有形固定資産（リース資産を除 

  く）

 同左

②無形固定資産（リース資産を除 

  く）

  定額法

    なお、市場販売目的のソフト

ウエアについては、見込有効年

数（３年以内）における見込販

売数量に基づく方法、自社利用

のソフトウエアについては、社

内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっ

ております。

③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零として算定する定額法

によっております。

②無形固定資産（リース資産を除 

  く）

  同左

 

 

 

  

 

  

 

③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引に係るリース資産

 同左

なお、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引のうち、リース取

引開始日が平成20年３月31日以前

のものについては、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失

に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

同左

②賞与引当金

従業員の賞与の支出に備えるた

め、支給見込額のうち当連結会計

年度負担額を計上しております。

②賞与引当金

  同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事

項

③受注損失引当金

ソフトウエアの請負契約に基づ

く開発のうち、当連結会計年度末

時点で将来の損失が確実に見込ま

れ、かつ、当該損失額を合理的に

見積もることが可能なものについ

ては、将来の損失に備えるため翌

連結会計年度以降に発生が見込ま

れる損失額を計上しております。

③受注損失引当金

  同左

④アフターコスト引当金

ソフトウエア開発案件等に係る

将来のアフターコストの支出に備

えるため、過去の実績率に基づく

将来発生見込額を計上しておりま

す。

④アフターコスト引当金

同左

⑤退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産見込額に

基づき計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による按分

額を発生の翌連結会計年度から費

用処理することとしております。

⑤退職給付引当金

同左

(会計方針の変更） 

 当連結会計年度より、「退職給

付に係る会計基準」の一部改正

（その３）」（企業会計基準第19

号 平成20年７月31日）を適用し

ております。 

 なお、この変更に伴う損益に与

える影響はありません。

     ――――――
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事

項 

 

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

①ファイナンス・リース取引に係る

収益の計上基準

  リース料受取時に売上高と売上

原価を計上する方法によっており

ます。

②受注制作のソフトウェアに係る収

益及び費用の計上基準

ア 当連結会計年度末までの進捗

部分について成果の確実性が認め

られる場合

 工事進行基準（工事の進捗率の

見積りは原価比例法）

イ その他の場合

 工事完成基準

（会計方針の変更）

 受注制作のソフトウェアに係る

収益及び費用の計上基準について

は、従来、工事完成基準を適用し

ておりましたが、「工事契約に関

する会計基準」（企業会計基準第

15号 平成19年12月27日）及び

「工事契約に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針

第18号 平成19年12月27日）を適

用し、当連結会計年度に着手した

受注制作のソフトウェアから、当

連結会計期間末までの進捗部分に

ついて成果の確実性が認められる

受注制作のソフトウェアについて

は工事進行基準（工事の進捗率の

見積りは原価比例法）を、その他

の受注制作のソフトウェアについ

ては工事完成基準を適用しており

ます。 

 これによる損益に与える影響は

ありません。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

①ファイナンス・リース取引に係る

収益の計上基準

  同左  

  

 

②受注制作のソフトウェアに係る収

益及び費用の計上基準

ア 当連結会計年度末までの進捗

部分について成果の確実性が認め

られる場合

 工事進行基準（工事の進捗率の

見積りは原価比例法）

イ その他の場合

 工事完成基準
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日 
  至 平成22年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
  至 平成23年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事

項 

 

(5) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜き方

式によっております。

(5) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

  消費税等の会計処理

   同左

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

 連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法によっておりま

す。

 同左

６ 連結キャッシュ・フロー

  計算書における資金の範

  囲

  

手許現金、要求払預金及び取得日か

ら３ヶ月以内に満期日の到来する流動

性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資でありま

す。

同左
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（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

会計方針の変更

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

          ――――――

 

  

 

  

 

  

 

 

          ――――――

（資産除去債務に関する会計基準等） 

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して

おります。 

 これにより、当連結会計年度の営業利益及び経常利益

はそれぞれ2,536千円、税金等調整前当期純利益は

32,601千円減少しております。

（企業結合に関する会計基準等） 

 当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」

(企業会計基準第21号  平成20年12月26日)、「連結財務

諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20

年12月26日)、「『研究開発費等に係る会計基準』の一

部改正」(企業会計基準第23号  平成20年12月26日)、

「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号

 平成20年12月26日)、「持分法に関する会計基準」(企

業会計基準第16号  平成20年12月26日公表分)及び「企

業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指

針」(企業会計基準適用指針第10号  平成20年12月26日)

を適用しております。 

 なお、子会社の資産及び負債の評価方法を部分時価評

価法から全面時価評価法へ変更したことによる損益に与

える影響はありません。
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表示方法の変更

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

（連結損益計算書関係）

          ――――――

（連結損益計算書関係）

１．前連結会計年度において、特別損失の「その他」に

含めていた「本社移転費用」は、特別損失総額の100分

の10を超えたため、当連結会計年度では区分掲記するこ

ととしております。なお、前連結会計年度の特別損失の

「その他」に含まれる「本社移転費用」は4,200千円で

あります。

２．当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計

基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基

づく財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成

21年３月24日 内閣府令第５号）を適用し、「少数株主

損益調整前当期期純利益」の科目を表示しております。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

 前期まで「その他の資産の増減額（△は増加）」に含

めて表示しておりました「リース投資資産の増減額（△

は増加）」は、重要性が増したため、区分掲記しており

ます。 

 なお、前期末の「リース投資資産の増減額（△は増

加）」は、△45,329千円であります。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

      ――――――

  追加情報

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

          ――――――  当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用

しております。ただし、「その他の包括利益累計額」及

び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の

金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等

合計」の金額を記載しております。

パシフィックシステム株式会社（3847）　平成23年３月期　決算短信

－26－



 
  

（８）連結財務諸表に関する注記事項

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

※１ 損失の発生が見込まれる受注契約に係る仕掛品 

  と受注損失引当金は、相殺せず両建てで表示して 

  おります。 

   このうち、受注損失引当金に対応する額は4,962 

  千円であります。

※１ 損失の発生が見込まれる受注契約に係る仕掛品 

  と受注損失引当金は、相殺せず両建てで表示して 

  おります。 

   このうち、受注損失引当金に対応する額は 

  11,738千円であります。
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(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主なものは、次のとおり 

   です。

※１ 販売費及び一般管理費の主なものは、次のとおり 

   です。

役員報酬 109,430千円

給与手当 545,945千円

福利厚生費 124,983千円

賞与手当 64,822千円

賞与引当金繰入額 60,200千円

退職給付費用 5,866千円

不動産賃借料 69,725千円

旅費交通費 58,454千円

支払手数料 60,699千円

研究開発費 56,563千円

貸倒引当金繰入 3,327千円
 

役員報酬 88,539千円

給与手当 568,684千円

福利厚生費 140,762千円

賞与手当 69,593千円

賞与引当金繰入額 49,312千円

退職給付費用 14,737千円

不動産賃借料 60,423千円

旅費交通費 67,010千円

支払手数料 56,729千円

研究開発費 36,325千円

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は、次のとお 

   りです。

           56,563千円

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は、次のとお 

   りです。

           36,325千円

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりです。

    その他              291千円

※３        ――――――

   

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりです。

建物及び構築物 3,243千円

工具器具及び備品 1,263千円

その他 675千円

  計 5,183千円

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりです。

建物及び構築物 33,821千円

工具器具及び備品 7,594千円

その他 341千円

 計 41,757千円

※５ 売上原価に含まれている受注損失引当金繰入額

                    4,962千円

※５ 売上原価に含まれている受注損失引当金繰入額

                  11,738千円

 

※６ 減損損失

  当連結会計年度において、当社グループは以下の
資産について減損損失を計上いたしました。

（１）減損損失を認識した主な資産
場所 用途 種類

東京都中央区 遊休資産 ソフトウエア

（２）資産のグルーピングの方法
 当社グループは、事業用資産については管理
会計上の区分を基準にグルーピングを行ってお
り、遊休資産については個別資産ごとにグルー
ピングを行っております。

（３）減損損失の認識に至った経緯
 当社グループにおいて、技術の陳腐化によ
り、事業計画の変更が必要となった事業分野に
ついて、今後の事業展開の見直しを行いまし
た。この結果、当該資産は将来の使用が見込ま
れないと判断し、減損損失を認識しておりま
す。

（４）減損損失の金額
    ソフトウエア         35,173千円
（５）回収可能価額の算定方法

  回収可能価額については、使用価値を使用
し、将来キャッシュ・フローが見込めないため
使用価値＝零としております。

※６        ――――――
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当連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日) 

  

※１  当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

 
  

※２  当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

 
  

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 
  

４ 配当に関する事項 

  (1) 配当金支払額 

 
  

  (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

(連結包括利益計算書関係)

親会社株主に係る包括利益 239,397千円

少数株主に係る包括利益 ―〃

計 239,397千円

その他有価証券評価差額金 △344千円

計 △344千円

(連結株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 1,480,000 ― ― 1,480,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 114 ― ― 114

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月19日 
定時株主総会

普通株式 81,393 55 平成21年３月31日 平成21年６月22日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月18日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 73,994 50 平成22年３月31日 平成22年６月21日

パシフィックシステム株式会社（3847）　平成23年３月期　決算短信

－29－



  
当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 
  

４ 配当に関する事項 

  (1) 配当金支払額 

 
  

  (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 1,480,000 ― ― 1,480,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 114 ― ― 114

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成22年６月18日 
定時株主総会

普通株式 73,994 50 平成22年３月31日 平成22年６月21日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月17日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 66 45 平成23年３月31日 平成23年６月20日

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 １ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照 

  表に掲記されている科目の金額との関係

 現金及び預金
 有価証券

719,063千円
0千円

 現金及び現金同等物 719,063千円

 １ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照 

  表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金
有価証券

658,395千円
－千円

現金及び現金同等物 658,395千円

 ２ 重要な非資金取引の内容

   当連結会計年度に計上したファイナンス・リース

取 引 に 係 る 資 産 及 び 負 債 の 額 は、そ れ ぞ れ

222,966千円であります。

 ２ 重要な非資金取引の内容

   当連結会計年度に計上したファイナンス・リース

取 引 に 係 る 資 産 及 び 負 債 の 額 は、そ れ ぞ れ

87,979千円であります。
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共通支配下の取引等 

 １．企業結合の概要 

 （1）被取得企業の名称及びその事業の内容 

    結合当事企業の名称 パシフィックテクノス株式会社 

    事業の内容     生コンクリート業界向け情報サービス事業 

 （2）企業結合日 

    平成23年２月１日 

 （3）企業結合の法的形式 

    当社を存続会社とする吸収合併（簡易・略式合併） 

 （4）結合後企業の名称 

    パシフィックシステム株式会社 

 （5）取引の目的を含む取引の概要 

     当社グループが属する情報サービス事業の事業環境は、一般の景気が足踏み状態にある 

    ことからＩＴ関連投資が減少傾向にあり、景気回復が遅れるものと思われます。 

     加えて当社グループの主要顧客であるセメント・生コン業界の需要が大幅に落ち込み、 

    市場が急速に縮小しているため、当社グループを取り巻く事業環境は今後、一段と厳しく 

    なると思われます。 

     このような状況を踏まえ、コスト削減と経営資源の有効活用による体質強化を目的とし 

    て、同社を吸収合併することとしました。 

 ２．実施した会計処理の概要 

    本合併は、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日） 

   及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用 

   指針第10号 平成20年12月26日）に基づき、共通支配下の取引として処理しております。 

    この企業結合の結果、当社の個別財務諸表においては抱合せ株式消滅差益を特別利益に 

   計上しておりますが、連結財務諸表においては内部取引として消去されております。 

(企業結合等関係)
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

情報サービス事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益

及び全セグメントの資産の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメン

ト情報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。 

  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

(セグメント情報等)

(事業の種類別セグメント情報)

(所在地別セグメント情報)

(海外売上高)
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１  報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

あります。 

 当社グループは、情報サービス事業を主な事業としており、その事業内容及び製品・サービス等に基づ

いて事業を集約した結果、「機器等販売」、「ソフトウェア開発」、「システム販売」及び「システム運

用・管理等」の４つを報告セグメントとしております。 

 「機器等販売」はハードウェア及びソフトウェア等の仕入・販売、「ソフトウェア開発」はアプリケー

ションシステムの受託開発業務及びＥＲＰビジネス、「システム販売」は自社開発システムの販売及びネ

ットワーク構築等のインフラサービス、「システム運用・管理等」はユーザシステムの運用・管理サービ

ス及び保守サービス等を行っております。 

  

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。 

 報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部利益及び振替高は市

場実勢価額に基づいております。 

  

(セグメント情報)
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３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度(自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日) 

 
（注)１ セグメント利益の調整額△1,058,980千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全

社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。 

２ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

３ セグメント資産は、事業セグメントに資産を配分していないため、記載しておりません。 

  

当連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日) 

 
（注)１ セグメント利益の調整額△955,953千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。 

２ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

３ セグメント資産は、事業セグメントに資産を配分していないため、記載しておりません。 

(単位：千円)

報告セグメント
調整額 
（注）１

連結
財務諸表 
計上額 
（注）２機器等販売

ソフトウェ
ア開発

システム
販売

システム運
用・管理等

計

売上高

  外部顧客への売上高 1,514,304 1,227,266 2,843,369 2,896,356 8,481,297 ― 8,481,297

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

1,325 173,148 26,126 10,537 211,173 △211,173 ―

計 1,515,629 1,400,415 2,869,531 2,906,894 8,692,471 △211,173 8,481,297

セグメント利益 146,531 198,133 463,221 711,846 1,519,733 △1,058,980 460,752

その他の項目

  減価償却費 24,712 20,607 46,566 35,651 127,537 59,323 186,860

(単位：千円)

報告セグメント
調整額 
（注）１

連結
財務諸表 
計上額 
（注）２機器等販売

ソフトウェ
ア開発

システム
販売

システム運
用・管理等

計

売上高

  外部顧客への売上高 1,444,074 1,533,393 2,195,760 2,692,935 7,866,163 ― 7,866,163

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

349 116,878 12,999 5,894 136,122 △136,122 ―

計 1,444,423 1,650,271 2,208,760 2,698,829 8,002,285 △136,122 7,866,163

セグメント利益 171,867 228,260 151,243 652,150 1,203,522 △955,953 247,568

その他の項目

  減価償却費 30,132 20,934 18,500 67,219 136,786 42,241 179,028

パシフィックシステム株式会社（3847）　平成23年３月期　決算短信

－34－



当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

１  製品及びサービスごとの情報 

  セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２  地域ごとの情報 

(1) 売上高 

   本邦以外の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略し 

  ております。 

  

(2) 有形固定資産 

   本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

３  主要な顧客ごとの情報 

 
  

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

   該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

   該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

（追加情報） 

 当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年

３月27日及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号

平成20年３月21日）を適用しております。 

(関連情報)

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

太平洋セメント株式会社 2,056,839
機器等販売、ソフトウェア開発、シ
ステム販売、システム運用・管理等

(報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報)

(報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報)

(報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報)
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(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 
  

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

 該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１株当たり純資産額 1,918円59銭 1,890円30銭

１株当たり当期純利益 162円00銭 20円35銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式が存在しな

いため、記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式が存在しな

いため、記載しておりません。

項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益(千円) 239,741 30,118

普通株式に係る当期純利益(千円) 239,741 30,118

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 1,479 1,479

(重要な後発事象)
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５．個別財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 273,720 450,715

受取手形 33,059 25,233

売掛金 839,057 816,359

リース投資資産 155,131 511,694

商品及び製品 7,339 66,426

仕掛品 514,434 158,416

原材料及び貯蔵品 17,884 34,475

前払費用 62,296 55,693

繰延税金資産 117,637 104,950

未収入金 47,600 24,809

未収還付法人税等 81,247 101,415

その他 3 828

貸倒引当金 △2,714 △5,567

流動資産合計 2,146,698 2,345,452

固定資産

有形固定資産

建物 250,215 725,333

減価償却累計額 △75,390 △56,030

建物（純額） 174,824 669,302

構築物 24,551 8,182

減価償却累計額 △17,633 △3,963

構築物（純額） 6,918 4,219

機械及び装置 1,040 －

減価償却累計額 △946 －

機械及び装置（純額） 93 －

車両運搬具 355 －

減価償却累計額 △348 －

車両運搬具（純額） 7 －

工具、器具及び備品 200,656 292,043

減価償却累計額 △155,025 △148,644

工具、器具及び備品（純額） 45,631 143,398

土地 431,600 431,600

リース資産 13,522 82,239

減価償却累計額 △2,587 △9,154

リース資産（純額） 10,935 73,085

建設仮勘定 25,684 11,882

その他 － 573

有形固定資産合計 695,694 1,334,061
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(単位：千円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

無形固定資産

ソフトウエア 67,788 46,734

リース資産 3,720 15,076

その他 1,254 1,886

無形固定資産合計 72,763 63,698

投資その他の資産

投資有価証券 59,874 40,670

関係会社株式 935,209 857,089

出資金 200 200

敷金及び保証金 64,452 9,599

前払年金費用 － 195,759

破産更生債権等 2,865 2,679

繰延税金資産 44,370 159,226

貸倒引当金 △3,953 △2,936

投資その他の資産合計 1,103,017 1,262,288

固定資産合計 1,871,475 2,660,048

資産合計 4,018,174 5,005,501

負債の部

流動負債

買掛金 379,193 310,805

1年内返済予定の長期借入金 － 60,012

関係会社短期借入金 275,000 200,000

リース債務 23,812 44,316

未払金 123,398 157,320

未払費用 138,128 133,510

未払法人税等 5,882 7,339

未払消費税等 11,648 18,502

前受金 259,225 1,607

預り金 13,232 13,963

前受収益 21,626 137,754

賞与引当金 195,299 173,395

アフターコスト引当金 7,593 8,715

その他 － 13,948

流動負債合計 1,454,041 1,281,193

固定負債

長期借入金 － 234,987

リース債務 92,786 130,095

長期未払金 20,120 20,120

長期前受収益 29,512 183,722

退職給付引当金 35,743 376,817

資産除去債務 － 8,020

固定負債合計 178,162 953,762

負債合計 1,632,203 2,234,955
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(単位：千円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 777,875 777,875

資本剰余金

資本準備金 235,872 235,872

資本剰余金合計 235,872 235,872

利益剰余金

利益準備金 24,502 24,502

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 1,346,518 1,732,471

利益剰余金合計 1,371,020 1,756,973

自己株式 △178 △178

株主資本合計 2,384,589 2,770,542

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,381 2

評価・換算差額等合計 1,381 2

純資産合計 2,385,970 2,770,545

負債純資産合計 4,018,174 5,005,501
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（２）損益計算書

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

売上高

情報サービス売上高 5,569,135 5,389,338

商品売上高 66,597 －

売上高合計 5,635,732 5,389,338

売上原価

情報サービス売上原価 4,601,731 4,423,288

商品期首たな卸高 7,648 7,339

当期商品仕入高 104,172 －

合計 111,820 7,339

商品期末たな卸高 7,339 －

他勘定振替高 56,805 7,339

商品売上原価 47,675 －

売上原価合計 4,649,407 4,423,288

売上総利益 986,325 966,049

販売費及び一般管理費 856,692 829,838

営業利益 129,633 136,210

営業外収益

受取利息 229 135

受取配当金 274,552 162,757

受取手数料 1,912 1,894

不動産賃貸収入 13,715 9,007

業務受託料 8,794 7,458

受取保険料 592 3,155

助成金収入 － 9,209

その他 1,351 2,269

営業外収益合計 301,147 195,887

営業外費用

支払利息 6,218 4,279

売上割引 347 535

不動産賃貸費用 3,144 2,629

業務受託費用 8,021 6,699

貸倒引当金繰入額 92 －

シンジケートローン手数料 9,761 2,964

その他 － 701

営業外費用合計 27,585 17,809

経常利益 403,194 314,288
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

特別利益

投資有価証券売却益 － 1,789

貸倒引当金戻入額 － 1,264

賞与引当金戻入額 33,579 －

抱合せ株式消滅差益 － 313,671

その他 540 －

特別利益合計 34,119 316,725

特別損失

固定資産除却損 3,565 41,041

投資有価証券評価損 － 17,680

減損損失 35,173 －

データセンター移設費用 49,531 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 30,064

本社移転費用 － 32,859

災害による損失 － 5,569

その他 4,200 4,273

特別損失合計 92,469 131,488

税引前当期純利益 344,845 499,525

法人税、住民税及び事業税 13,740 751

法人税等調整額 19,103 38,827

法人税等合計 32,843 39,578

当期純利益 312,001 459,947
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（３）株主資本等変動計算書

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 777,875 777,875

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 777,875 777,875

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 235,872 235,872

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 235,872 235,872

資本剰余金合計

前期末残高 235,872 235,872

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 235,872 235,872

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 24,502 24,502

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 24,502 24,502

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 1,115,911 1,346,518

当期変動額

剰余金の配当 △81,393 △73,994

当期純利益 312,001 459,947

当期変動額合計 230,607 385,953

当期末残高 1,346,518 1,732,471

利益剰余金合計

前期末残高 1,140,413 1,371,020

当期変動額

剰余金の配当 △81,393 △73,994

当期純利益 312,001 459,947

当期変動額合計 230,607 385,953

当期末残高 1,371,020 1,756,973
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

自己株式

前期末残高 △178 △178

当期変動額

自己株式の取得 － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 △178 △178

株主資本合計

前期末残高 2,153,982 2,384,589

当期変動額

剰余金の配当 △81,393 △73,994

当期純利益 312,001 459,947

自己株式の取得 － －

当期変動額合計 230,607 385,953

当期末残高 2,384,589 2,770,542

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 76 1,381

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

1,305 △1,378

当期変動額合計 1,305 △1,378

当期末残高 1,381 2

評価・換算差額等合計

前期末残高 76 1,381

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

1,305 △1,378

当期変動額合計 1,305 △1,378

当期末残高 1,381 2

純資産合計

前期末残高 2,154,058 2,385,970

当期変動額

剰余金の配当 △81,393 △73,994

当期純利益 312,001 459,947

自己株式の取得 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,305 △1,378

当期変動額合計 231,912 384,574

当期末残高 2,385,970 2,770,545
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①代表取締役の異動 

     取締役会長    増古 恒夫 （現 代表取締役社長） 

     代表取締役社長  久保 永史 （現 株式会社システムベース代表取締役社長） 

 ②新任取締役候補 

     取締役      渡辺 泰博 （現 太平洋セメント株式会社経営企画部 

                       ＩＴ企画グループリーダー） 

     (注)渡辺泰博氏は社外取締役候補です。 

 ③新任監査役候補 

     監査役      伊藤 裕二 （現 太平洋セメント株式会社監査部 

                       監査グループリーダー） 

     (注)伊藤裕二氏は社外監査役候補です。 

  

 ④退任予定取締役 

     相浦 努 （現 取締役） 

     (注)相浦努氏は平成23年6月3日に株式会社システムべース代表取締役社長に就任 

       する予定です。 

 ⑤退任予定監査役 

     松井 功（現 監査役） 

     (注) 松井功氏は社外監査役です。 

  

   なお、代表取締役の略歴等詳細は平成２３年５月13日付「代表取締役の異動及び 

   その他役員の異動に関するお知らせ」を参照してください。 

  

該当事項はありません。 

  

６．その他

（１）役員の異動（平成23年６月17日）

（２）その他
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